
（ ）

5,592

一般会計

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

活動指標

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

28,059 45

情報処理業務庁費

活動指標

医療保険者向け中間サーバー開発の予算執行額

42,671百万円
/2,004団体

28年度活動見込

- 15.8 29.3

地方公共団体及び医療保険者向けシステム整備補助
金の交付団体数 団体数

平成28年度までの措置のため。

平成28年度までの措置のため。

テスト資源等の作成に必要な経費を新規要求するため。

％

35,099

平成29年度に全ての地方
公共団体及び医療保険者
で情報連携が可能となる。

実施方法

事業番号

社会保障・税番号活用推進事業 担当部局庁 政策統括官（統計・情報政策担当） 作成責任者

事業開始年度

委託・請負、補助

担当課室 情報化担当参事官室
大臣官房参事官（情報化担
当）
佐々木　裕介

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

▲ 32,499

-

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

　社会保障・税番号制度の導入の際、同制度の主要システムである情報提供ネットワークシステムと医療保険者が所有するシステムとが適正な情報連携業
務を行うための中間サーバが必要であり、中間サーバの設計・開発を行う。
　また、情報提供ネットワークシステムと地方公共団体及び医療保険者等が所有するシステムが情報連携業務を行うためのシステム改修を行う。

- -

-

- -

▲ 21,250 -

情報連携が可能となった地
方公共団体及び医療保険
者の数（平成29年度まで）

25年度

34,262

単位

単位当たりコスト ＝ Ｘ ／ Ｙ
Ｘ＝交付決定額　 Ｙ＝交付団体数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

32,499

-

21,250 -

補正予算

百万円

58,727百万
円

/2,004団体

31,647百万
円

/2,003団体

28年度当初予算

2

平成26年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

22,465

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）に基づき、複数の機関に存在する個人の情報を同一
人の情報であるということの確認を行うための基盤を構築し、社会保障・税制度の効率性・透明性を高め、国民の利便性の向上を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

－
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

団体数

平成２８年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

0 2,600 45,511 49,309 45

2,522 41,791

執行率（％） - 97% 92%

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 -

当初見込み 百万円

- 2,003 2,004

計算式 　　/

21.3

-

26年度

2

社会保障・税番号制度シス
テム整備費補助金

0

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内

訳

（
単
位
：
百
万
円

）

歳出予算目

43

　 0885

年度29

3,490

－

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

28,059 45

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

-

-

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- 565 1,970 -

2,004

28年度活動見込

-

- 3,452 5,147 5,592

26年度 27年度

- 397 5,127

0

29年度要求 主な増減理由

25年度

0

計

社会保障・税番号制度シス
テム開発等委託費

職員旅費

-



番号法第4条において、国は個人番号及び法人番号の利用
を促進するための施策を実施するものとされており、国が実
施すべき事業である。

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

・本事業により開発が行われるソフトウェアを医療保険者等が導入することで、情報連携の対象となる個人情報の副本を格納する環境及び、情報連
携を行うための運用支援を行う環境が整備され、「情報提供ネットワークシステム」を利用した行政機関等間における情報連携の実現に寄与する。

評　価項　　目

番号制度は、社会保障・税制度の効率性・透明性を高め、国
民にとっての利便性の高い公平・公正な社会を実現するた
めの社会基盤（インフラ）を構築するものであり、国費を投入
しなければ事業目的が達成できない。

100

目標最終年度

○

-

-

目標値

中間目標

年度

- 50 70 -

計画開始時
27年度 28年度

-

- - -

○

単位

△ 番号制度の工程管理支援、医療保険者等調査研究事業及
び医療保険者等向け中間サーバー等ソフトウェア設計・開発
等業務の調達を企画競争及び総合評価入札で行ったが、
「事業内容から体制の確保が難しい」「番号制度関連事業の
進捗に不安がある」などの理由から事業者が応札を見送る
ことが予想されたため、提案書の作成に必要な期間及び事
業実施に向けた体制を十分に確保するため、公示期間を長
く設定するとともに、入札説明会においても行政機関間にお
ける情報連携の実現に向けて着実に進捗していることを丁
寧に説明するなど、番号制度全体に対する理解を求め、多
数の事業者から応札を促した。

○

事
業
の
効
率

有

年度

47.7 -

目標値 ％

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

国の機関と地方公共団体及び医療保険者との情報連携は
平成29年7月から開始する必要があり、番号制度の実現に
向け、優先度の高い事業である。

コストにあたっては、人口規模及びシステム類型等を勘案し
適切に算出しているところ。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

－

○

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

-

-

年度

施策の進捗状況（目標）目標

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

－ -

単位

-

医療保険者中間サーバ開発費の総額に対する予算執
行率

地方公共団体にも一定のメリットがあるため、補助率につい
ては、２／３としている。

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

改革
項目

分野： - －

施策の進捗状況（実績）

26年度 27年度

0

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

－

中間目標 目標年度

-

-

- 28 年度
定量的指標 25年度

-

定性的指標
目標年度

開発完
了

（保険者
の実務
を踏ま
えた

効率的
なシステ
ムの開

発）

平成28
年度

実績値 ％ -

施策
社会保障・税番号制度について、国民の理解を得ながら、その着実な導入を図るとともに、社会保障・税番号の利活用を推進し、国民の利便
性の向上を図ること（施策目標 Ⅹ Ⅱ-1-2）

政策 電子行政推進に関する基本方針を推進すること

26年度　設計・開発　　27年度　設計・開発・テスト　　28年度　テス
ト

26年度　仕様書作成等を実施
27年度　契約締結、設計を実施

測
定
指
標

医療保険者中間サーバ開発の進捗率

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

－

成果実績 － - - - - -

目標値 － - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

－



○

内閣官房

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業名

○

医療保険者の中間サーバの開発にあたり、地方公共団体向
けの中間サーバの開発に係る成果物を活用する。

－

－

平成23年度

情報提供ネットワークシステムと地方公共団体及び医療保
険者等が所有するシステムが情報連携業務を行うための改
修に限定している。

総務省 46
社会保障・税に関わる番号制度に関す
るシステム構築等に要する経費

新28-007
社会保障・税番号システム整備業務経
費

内閣府

点検結果

27-917

－

外部有識者の所見

改善の
方向性

地方公共団体やシステム委託業者向けに番号制度導入準備作業に必要な情報をデジタルPMO上に適宜掲載しており、また、各種説明会の
場で見積を取得する際の留意点を周知することにより、過大な見積もりとならないようシステム改修経費の効率化を図っている。

デジタルPMO（※）上で推奨アクションプランを実行することにより地方公共団体のシステム改修の進捗状況を今後把握していく予定である。
※国・地方公共団体・各データ保有期間の連携を図るため、番号制度に関する情報共有を目的としたコミュニケーションツールのこと。

‐

平成26年度

マイナンバー施行に向けた業務であり、その進捗を図るものと考えている。（増田 正志）

社会保障・税番号活用推進事業については、システム改修のうち、主要な工程が完了しているが、引き続き適正に執行するよう努める。

率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

平成25年度

現
状
通
り

－

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

26-063

平成24年度

平成27年度

社会保障・税番号制度の導入に必要なシステム整備につい
て、内閣官房においては情報提供ネットワークシステム等の
開発を行い、内閣府においては、情報提供等記録開示シス
テム（マイナポータル）の整備、運用を行う。総務省において
は中間サーバ等の開発を行う。
また、厚生労働省においては、各団体の社会保障システム
の整備に係る補助、医療保険者のシステム改修に係る補助
及び医療保険者向け中間サーバーの設計・開発を行う。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

点検結果も妥当であり、社会保障・税番号制度の施行に向けて、引き続き必要な予算額を確保しつつ、適正な執行に努めること。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成28年度に全ての地方公共団体及び医療保険者で情報
連携が可能とするという目標のため、情報連携が可能となっ
た地方公共団体及び医療保険者の団体数を実績として設定
している。

事業番号関
連
事
業

社会保障・税番号情報通信システム開
発経費

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○
平成29年7月の情報連携開始に向けて、自治体からの申請
に基づいて必要な補助を行っている。

○

所管府省・部局名

－

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

地方公共団体やシステム委託業者向けに番号制度導入準
備作業に必要な情報をデジタルPMO上に適宜掲載してお
り、また、各種説明会の場で見積を取得する際の留意点を
周知することにより、過大な見積もりとならないようシステム
改修経費の効率化を図っている。

15

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

情報連携を行うために必要な医療保険者等向け中間サー
バー等の開発の遅れにより、当年度中での執行ができな
かったが、不用とせず、翌年度へ繰越しをした。



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

厚生労働省
22,710百万円

平成２７年度実績

A.地方公共団体
22,710百万円(1,801団体)

平成２７年度実績

厚生労働省
13,954百万円

社会保障・税番号制度導入に必要
な社会保障関係システムの改修費
用について補助

社会保障・税番号制度導入に必要な各医療保険者等が
所有するシステムの改修費用について補助

平成２７年度実績

厚生労働省
5,127百万円

【総合評価入札等】

C.委託事業者

医療保険者が所有するシステムと情報提供ネットワークシステム
を接続する中間サーバの設計・開発、医療保険者が利用する運
用支援環境の整備等

B.各医療保険者等
全国健康保険協会、健康保険組合連合会、

社会保険診療報酬支払基金、国民健康保険組合、
国民健康保険中央会、後期高齢者医療広域連合

13,954百万円（205団体）



支出先上位１０者リスト
A.

東京都

北海道

大阪府

愛知県

埼玉県

金　額
(百万円）

東京都

6,489.1

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

番号制度対応に係る既存システムの改修
費、中間サーバーに係るオラクル社制品群
の調達費

使　途

役務費 委託料
番号制度対応に係る既存システムの改修費
（民間業者）

費　目

B.国民健康保険中央会

金　額
(百万円）

1,737.2

費　目 使　途

計 1,737.2 計 6,489.1

C. D.

費　目 使　途

委託費
医療保険者等向け中間サーバ等ソフトウェ
ア設計・開発等業務

4,357.3

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 4,357.3 計 0

5 - -

4

1

－

- -

2

3

-

-

-

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

－

－

－

－

- -

法　人　番　号

7000020010006

4000020270008

1000020230006

1000020110001

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

-

- -

-

8000020130001 1,737.2

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1,520.2

1,423.8

1,231.4

地方公共団体が所有する
システムが情報連携業務
を行うためのシステム改修
を行う。

地方公共団体が所有する
システムが情報連携業務
を行うためのシステム改修
を行う。

地方公共団体が所有する
システムが情報連携業務
を行うためのシステム改修
を行う。

地方公共団体が所有する
システムが情報連携業務
を行うためのシステム改修
を行う。

地方公共団体が所有する
システムが情報連携業務
を行うためのシステム改修
を行う。

1,094.3



B

兵庫県

千葉県

福岡県

神奈川県

静岡県

東京土建国民健康
保険組合

6700150008972

国民健康保険組合が所有
するシステムが情報連携
業務を行うためのシステム
改修及び導入を行う。

78 - - - －

後期高齢者医療広域連合
が所有するシステムが情
報連携業務を行うためのシ
ステム改修及び導入を行
う。

83 - - - －

全国歯科医師国民
健康保険組合

37001500093654

国民健康保険組合が所有
するシステムが情報連携
業務を行うためのシステム
改修及び導入を行う。

75 - - - －

東京食品販売国民
健康保険組合

2700150008464

国民健康保険組合が所有
するシステムが情報連携
業務を行うためのシステム
改修及び導入を行う。

84 - - - －

大阪府後期高齢者
医療広域連合

3000020278670

- -

- -

8

7

9

6 - -

-

10

2

-

健康保険組合連合
会

5700150006052

健康保険組合が所有する
システムが情報連携業務
を行うためのシステム改修
及び導入を行う。

5,079

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

公益社団法人
国民健康保険中央
会

2010005018852
番号制度の導入に必要な
システムの整備を行う。

6,489.1 - - -

- - - -

社会保険診療報酬
支払基金

3010405002439
番号制度の導入に必要な
システムの整備を行う。

644.7 - - - －

6

7

4

5

東京都後期高齢者
医療広域連合

4000020138584

後期高齢者医療広域連合
が所有するシステムが情
報連携業務を行うためのシ
ステム改修及び導入を行
う。

174.7 - - - －

10

8

9

東京都医師国民健
康保険組合

9700150003954

国民健康保険組合が所有
するシステムが情報連携
業務を行うためのシステム
改修及び導入を行う。

80 - - - －

全国健康保険協会 7010005013337

全国健康保険協会が所有
するシステムが情報連携
業務を行うためのシステム
改修及び導入を行う。

170 - - - －

-

8000020280003

4000020120006

-

-

－

－837.9

－

－

－

-

-

- - -

830.1

806.8

593.8

6000020400009

1000020140007

7000020220001

地方公共団体が所有する
システムが情報連携業務
を行うためのシステム改修
を行う。

地方公共団体が所有する
システムが情報連携業務
を行うためのシステム改修
を行う。

地方公共団体が所有する
システムが情報連携業務
を行うためのシステム改修
を行う。

地方公共団体が所有する
システムが情報連携業務
を行うためのシステム改修
を行う。

地方公共団体が所有する
システムが情報連携業務
を行うためのシステム改修
を行う。

955.2



C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

日本システムサイエ
ンス株式会社

1140001060573
医療保険者等における番
号制度の活用に関する調
査研究

262.9
随意契約

（企画競争）
1 100％ -

アクセンチュア株式
会社

7010401001556

社会保障・税番号制度にお
ける整備等のうち厚生労働
省に関係するシステム構築
等に必要な調整に係る支
援業務

111.6 - - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社 日立製作
所
株式会社 システム
環境研究所

7010001008844

医療保険者等が行う既存
システム改修などの作業へ
の問い合わせ回答等の開
発支援を中心とした社会保
障分野における番号制度
導入サポートを主に行うも
のとして、サポートセンタの
構築および本番稼動後の
維持運営を行う。

375.8
随意契約

（企画競争）
1 99.9％ -

C
アクセンチュア
株式会社

4 7010401001556

社会保障・税番号制度にお
ける整備等のうち厚生労働
省に関係するシステム構築
等に必要な調整に係る支
援業務

300
随意契約

（企画競争）
2 100％ －

B
日本システム
サイエンス株
式会社

B

株式会社 日
立製作所
株式会社 シス
テム環境研究
所

C
アクセンチュア
株式会社

5 7010401001556
番号制度導入に係る医療
保険者等向け調査、広報
事業

294.8 総合評価入札 1 87.5％ －

※収賄事案における職員の逮
捕・起訴を受け、その時までに
日本システムサイエンス株式会
社で完了していた事業成果物を
受領した上で、平成27年11月に
事業者との契約を解除した。

3 7010001008844

医療保険者等が行う既存
システム改修などの作業へ
の問い合わせ回答等の開
発支援を中心とした社会保
障分野における番号制度
導入サポートを主に行うも
のとして、サポートセンタの
構築および本番稼動後の
維持運営を行う。

807.9
随意契約

（企画競争）
1 99.9％ －

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

株式会社日立
製作所
株式会社エヌ・
ティ・ティ・デー
タ
日本電気株式
会社
富士通株式会
社

B

2 1140001060573
医療保険者等における番
号制度の活用に関する調
査研究

600
随意契約

（企画競争）
1 100％

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 7010001008844
医療保険者等向け中間
サーバ等ソフトウェア設計・
開発等業務

5,671.1 総合評価入札 1 100％

事業規模が大きいため一者応
札となったが、入札公告から提
案書受付まで50日以上の期間
を設定するとともに、入札説明
会においても行政機関間におけ
る情報連携の実現に向けて着
実に進捗していることを丁寧に
説明することにより、番号制度
全体に対する理解を求め、多数
の事業者から応札を促した。

3

4

1

2

株式会社日立製作
所
株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ
日本電気株式会社
富士通株式会社

7010001008844
医療保険者等向け中間
サーバ等ソフトウェア設計・
開発等業務

4,357.3 総合評価入札 1 100％

事業規模が大きいため一者応
札となったが、入札公告から提
案書受付まで50日以上の期間
を設定するとともに、入札説明
会においても行政機関間におけ
る情報連携の実現に向けて着
実に進捗していることを丁寧に
説明することにより、番号制度
全体に対する理解を求め、多数
の事業者から応札を促した。

5
アクセンチュア株式
会社

7010401001556
番号制度導入に係る医療
保険者等向け調査、広報
事業

19 総合評価入札 1 87.5％


